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第１ 公募の趣旨，概要等

１ 公募の趣旨

旭川市（以下「本市」という。）では，令和６年３月末をもって閉所となった旧旭川市立

雨紛保育所（以下「施設」という。）について，利活用を希望する事業者を広く募集し，土

地及び建物等を有効に活用し地域の活性化が期待できる事業提案をしていただき，提案内

容や買受金額を総合的に審査した上で，利活用候補者及び次点利活用候補者を選定するな

どの後，利活用者を決定いたします。

２ 担当部局

旭川市子育て支援部こども育成課（以下「こども育成課」という。）

〒070-8525 旭川市７条通９丁目 旭川市総合庁舎３階

TEL:0166-25-9844 FAX:0166-26-5722

E-mail:kodomoikusei@city.asahikawa.lg.jp

３ 施設の概要

※詳細については，資料１「物件調書」，資料２「施設関係図面」を参照してください。

※建物に係るアスベストについては，資料３「アスベスト含有調査結果」のとおり調査を行

っています。

４ 契約の形態

地方自治法（昭和 22年法律第 67 号）第 238 条の５第１項に基づく売払い

名 称 旧旭川市立雨紛保育所

閉所年月日 令和６年３月３１日

所 在 地 旭川市神居町雨紛 489-4

区 域 区 分 市街化調整区域

敷 地 面 積 887.92 ㎡

延 床 面 積 園舎 187.39 ㎡，物置 14.85 ㎡（計 202.24 ㎡）

築 年 数 園舎：昭和４０年１１月 新築，昭和５５年１２月 増築

物置：昭和５５年１２月 設置

構 造 等 園舎：補強コンクリートブロック造亜鉛メッキ鋼板ぶき平家建

物置：軽量鉄骨造亜鉛メッキ鋼板ぶき平家建

工 作 物 等 ブランコ １基

滑り台 １基

タイヤ遊具 １０本

簡易物置 １基

掲揚塔 １基

灯油タンク １基
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第２ 公募の条件等

１ 応募者の諸条件

（１）応募者の資格

法人，任意団体，個人を問いません。また，法人又は任意団体で，グループで応募す

る場合は，グループを代表する法人又は任意団体を定めてください。

なお，応募者（グループの構成員を含む。）は次の全ての要件を満たしていることが必

要です。

ア 日本国内に本社，本店，支店又は事業所等の活動拠点を置いている法人等であるこ

と。

イ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項の規定により一般

競争入札への参加を排除されていない者であること。

ウ 会社更生法（平成 14年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立てがなされてい

る者又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申立てがなさ

れている者（会社更生法にあっては更生手続開始の決定，民事再生法にあっては再生

手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと等，経営状態が著しく不健全であ

る者でないこと。

エ 本市における不動産の売却に係る契約手続において，地方自治法施行令第 167 条の

４第２項各号のいずれかに該当すると認められる者で，その事実があった後３年を経

過しない者及びその者を代理人，支配人，その他の使用人又は入札代理人として使用

する者でないこと。

オ 市町村又は特別区税並びに消費税及び地方消費税を滞納していない者であること。

また，法人にあっては，法人税を滞納していない者であること。

カ 公募の日から応募申込書提出日までのいずれの日においても，旭川市競争入札参加

資格者指名停止等措置要領に基づく指名停止を受けていない者であること。

キ 公序良俗に反する事業の用に供する者でないこと。

ク 旭川市暴力団排除条例（平成 26 年旭川市条例第 16 号。以下「暴排条例」という。）

第２条第１号に規定する暴力団，同条第２号に規定する暴力団員又は暴排条例第７条

第１項に規定する暴力団関係事業者若しくは暴排条例第 12 条に規定する行為をして

いると認められる者でないこと。

ケ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成 11 年法律第 147 号）に

基づく処分の対象となっている団体及びその構成員に該当しないこと。

コ 指定期日までに売買代金の支払が可能であること（買受者が指定期日までに売買代

金を納付できなかった場合は，契約を解除することがあります。）。

サ 提案した事業内容を自ら適切に実施できること。

シ 提案した事業の実施に必要な免許，知識，経験（実績），資力，信用及び技術的能力

を有すること。
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２ 提案事業等に関する事項

（１）売払いについて

施設の一括売払いとします。

（２）提案内容

施設が神居雨紛地区における子育て支援の中心的な公共施設であったことを踏まえ，

次のいずれかに該当する事業内容としてください。

ア 地域の子育て支援に資する事業活動

イ 当該施設周辺地域や本市の地域振興（産業振興，福祉向上，雇用促進等）に資する

事業活動

ウ その他公共性の高い事業活動

（３）適正な維持管理

利活用者は，地域の環境に配慮し，草刈りや除雪などを含め施設の適正な維持管理に

努めるほか，事業実施に伴い発生する騒音，振動等への対策を講じてください。

（４）法令等の遵守

建築物及びその敷地は，建築基準法，消防法，都市計画法，盛土規制法，保健所関係

条例等の関係法令により規制を受けるため，応募者の責任においてあらかじめ所管する

関係機関に規制内容の確認を行い，法令等を遵守してください（事業内容や建築行為等

の内容により各法令，条例等に基づく手続が必要となる場合があります。）。

３ 契約時の主な条件

（１）売却価格

売却価格は，応募者が提案する価格を基に定めます。

なお，売却価格は，本市が定める売却価格基準額（以下に記載）を最低基準価格とし，

土地・建物それぞれこれを下回る価格の提案はできません。

［本市が定める売却価格基準額］

（２）利活用者の費用負担

次の費用は利活用者の負担となります。

土 地 ９３８，０００円（非課税）

建 物 ８７，０１０円（うち，消費税及び地方消費税の金額 ７，９１０円）

合 計 １，０２５，０１０円（うち，消費税及び地方消費税の金額 ７，９１０円）
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また，利活用者の申出や契約不履行により本市が契約を解除する場合は，利活用者が

施設に投じた費用の一切を本市に請求することはできないものとします。

なお，国・道・市の補助・助成制度の活用が可能な場合がありますので，必要に応じ

て応募者が自らが関係機関に確認を行ってください。

ア 契約等に係る諸費用（印紙税，登録免許税等）

イ 施設の改造，改修等に係る工事や用途変更に係る費用

ウ 施設の維持管理に要する費用（光熱水費，設備等点検，草刈り，除雪等）

エ 施設に存在する建物，工作物，埋設物，立木等を使用しない場合の除去などに要す

る費用

オ 施設に存在する使用しない備品等の撤去及び廃棄に要する費用

カ 施設の引渡し後の破損（天災によるものも含む。）の修繕に要する費用

キ その他利活用に伴い発生する諸経費

（３）その他

ア 利活用者は，施設の所有権の移転日から起算しておおむね３年以内に事業に必要な

工事を完了しなければなりません。ただし，やむを得ず期限までに工事を完了させる

ことができない場合は，本市に対してその理由及び新たな期限を申し出て，あらかじ

め書面による承諾を得なければなりません。

イ 利活用者は，事業計画に基づいた用途に利用することとし，施設の所有権の移転日

から５年間はその用途に供さなければなりません。なお，施設の役割を踏まえ，６年

目以降についても適切な事業が継続されることを期待するものです。

ウ 利活用者は，建築確認等の諸手続の前に建築計画の概要等を本市に提出し，提案内

容との相違の有無について確認を得なければなりません。なお，事業を行うに当たっ

て，やむを得ない事情により，事業計画を変更する場合は，書面により本市に申請し，

承諾を得なければなりません。ただし，当初の事業計画の趣旨を損なうような変更は

認められません。

エ 利活用者は，施設の所有権の移転日から５年間は，施設について，第三者に対し本

市の承諾を得ないで，所有権を移転し，又は地上権，質権，使用貸借による権利若し

くは賃借権その他の使用及び収益を目的とする権利の設定をすることはできません。

ただし，事業計画で予定されている場合及び抵当権の設定については，この限りでは

ありません。

オ 利活用者は，施設の所有権の移転日から５年間は，施設を風俗営業等の規制及び業

務の適正化等に関する法律（昭和 23年法律第 122 号）第２条第１項に規定する風俗営

業，同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業又は同条第１３項に規定する接客業務

受託営業その他これらに類する営業の用に供してはなりません。

カ 利活用者は，暴排条例第２条第１号に規定する暴力団，同条第２号に規定する暴力
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団員又は暴排条例第７条第１項に規定する暴力団関係事業者若しくは暴排条例第１２

条に規定する行為をしていると認められる者の事務所その他これに類するものの用に

供し，又はこれらの用に供されることを知りながら，所有権を第三者に移転し，若し

くは貸与してはなりません。

キ 利活用者は，アからカまでの条件に違反した場合及び応募者の資格を満たさなくな

った場合は，売却価格の３０％の金額を違約金として本市に支払わなければなりませ

ん。また，契約上の債務不履行があった場合，本市は売買契約を解除することができ

ます。

ク 施設の適切な使用を担保するため，上のイの用途指定期間の買戻し特約を設定しま

す。

ケ 施設の所有権移転後，利活用者の業務履行状況等を確認するため，定期的に使用状

況の実地調査や事業報告を求めます。

第３ 公募の流れ

１ 所有権の移転までの流れ

２ 募集について

（１）募集要項の配布

ア 配布場所

こども育成課（７条通９丁目 旭川市総合庁舎３階）で配布するほか，本市ホーム

ページからのダウンロードも可能です。

（https://www.city.asahikawa.hokkaido.jp/kurashi/218/232/238/d081172.html）

イ 配布期間

令和７年２月２５日（火）から３月１７日（月）まで

※こども育成課での配布は，土曜日，日曜日及び祝日を除く午前８時４５分から午

後５時１５分まで行います。

（２）現地見学会の開催及び参加申込みについて

参加希望の方は次のとおり申込みをしてください。

R7.2 R7.3 R7.4～

公
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始

利
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手
続
等
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なお，現地見学会に参加しなくても，本公募に応募することは可能です。

※参加申込みがない場合は，現地見学会を開催しません。

ア 現地見学会

【日時】令和７年３月１２日（水）午前１１時～（１時間程度）

【場所】旧旭川市立雨紛保育所（神居町雨紛 489-4）

イ 参加申込み

【受付期間】令和７年２月２５日（火）から３月７日（金）午後３時まで

【申込方法】「現地見学会参加申込書（様式７）」に必要事項を記載し，電子メールで

提出してください。受領後，現地見学会の御案内を電子メールで送付しま

す。

【提出先】kodomoikusei@city.asahikawa.lg.jp

※電子メールの件名は「【現地見学会参加申込み】旧雨紛保育所利活用公募」としてく

ださい。

（３）応募に関する質問の受付・回答

本要項の内容等について質問がある場合は，次のとおり質問票を提出してください。

【受付期間】令和７年２月２５日（火）から３月１４日（金）午後３時まで

【提出方法】「質問票（様式８）」に必要事項を記載し，電子メールで提出してくださ

い。受け付けた質問については電子メールで個別に回答するとともに，そ

の質問事項及び回答については，本市ホームページで公表します（質問者

の名称は非公表とします。）。

【提出先】kodomoikusei@city.asahikawa.lg.jp

※電子メールの件名は「【質問】旧雨紛保育所利活用公募」としてください。

（４）応募書類

応募者は，次のとおり必要書類を提出してください。

※パンフレット類を除き，用紙サイズは日本産業規格Ａ４判縦型，フォントサイズは

10.5 ポイントで統一してください。また，応募に関する提出書類，調整及び契約等の

言語は日本語，単位は計量法（平成４年法律第 51号）に定めるもの，通貨単位は円，

時刻は日本標準時を使用してください。

【提出期間】令和７年２月２５日（火）から３月１７日（月）午後３時まで（必着）

【提出方法】持参又は書留郵便いずれかにより，提出先へ提出してください。

※正本，副本ともに１部ごとＡ４判縦型フラットファイルにとじて提出してください。

※休日は持参による提出の受付はできません。

【提出先】「第１ ２ 担当部局」に同じ
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【提出書類】 次の書類を７部（正本１部及び副本（写し）６部）提出してください。

押印が必要な様式には，印鑑証明書の印鑑を押印してください。

（５）応募に関する留意事項

ア 本要項への承諾

本市は，応募者の応募申込みをもって，本募集要項の記載内容を承諾したものとみ

なします。

応募後に辞退する場合は，速やかに辞退届（様式任意）を提出してください。

法人及びグループによる応募の場合，個人による応募の場合【共通】

・応申込書（様式１）

・応募者概要・事業経歴書（様式２－１）

・誓約書（様式３）

・価格調書（様式４）※封入し密封の上，割印をしてください。

・事業計画書（様式５－１，５－２）

・施設配置計画図（Ａ３判可，様式自由）

・収支計画書（様式６）

法人及びグループによる応募の場合 個人による応募の場合

・代表者・役員名簿等（様式２－２）

（応募者の資格に関する書類）

・法人登記事項証明書（履歴事項全部証明書）

（発行後３か月以内のもの）

・印鑑証明書（発行後３か月以内のもの）

・法人税並びに消費税及び地方消費税の未納

（もしくは滞納）がないことの証明書（税

務署様式その３の３等）（直近のもの）

・本店所在地の市町村又は特別区税の未納又

は滞納がないことの証明書（直近のもの）

・定款，寄附行為，規約，その他これらに類

する書類（複写可）

・設立趣旨，事業内容のパンフレット等法人

の概要が分かるもの

・申請年度の事業計画書及び収支予算書並び

に前事業年度の事業報告書及び収支決算

書

・グループによる応募の場合は，グループ間

の契約書等

（応募者の資格に関する書類）

・身分証明書（本籍地の市区町村長発行のも

の）

・住民票

・印鑑証明書（発行後３か月以内のもの）

・消費税及び地方消費税の未納（もしくは滞

納）がないことの証明書（税務署様式その

３の２等）（直近のもの）

・市町村又は特別区税の納税証明書（市町村

又は特別区税に滞納のないことの証明）

（直近のもの）

・預金残高証明書（金融機関発行），融資協議

書（金融機関発行）等，施設の買受・事業

展開に要する資力を証明できる書類
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イ 応募の複数提案の禁止

応募は，一者（法人，任意団体，個人等）につき一提案とします。応募者が他の応

募者の構成員となること又は同一応募者が複数の応募者の構成員となり，同一若しく

は複数の提案を行うことはできません。

ウ 応募費用の負担

応募に必要な一切の費用は，応募者の負担とします。

（６）禁止事項

応募者は提案に際し，本市職員及び第３ ３（１）の選定委員会の委員から，協力，助

言等を受けることは一切できません（第２ ２（４）法令等の遵守のために必要な関係法

令等の確認・相談を除く。）。

（７）応募申込書その他，応募者から提出された書類（以下「応募書類等」という。）の取扱い

ア 応募書類等は返却しません。

イ 応募書類等の著作権は，応募者に帰属します。ただし，応募書類は審査の結果公表

において，本市が必要と認める範囲で応募者の同意を要することなく無償で使用でき

るものとします。

ウ 本市は応募書類等の取扱い及び保管に当たっては十分注意しますが，不測の事態に

より生じた損害については責任を負いません。

エ 応募書類等を変更することは，原則として認めません。ただし，価格調書を除く応

募書類等について，誤字等の修正を行うことはこの限りではありません。

オ 利活用候補者の選定に当たり必要と認めるときは，追加書類の提出を求める場合が

あります。

（８）応募資格の喪失

次のいずれかの場合は，応募資格を喪失します。

ア 応募書類等に虚偽の記載があった場合

イ 公正な審査に影響を与える行為があった場合

ウ 他の応募者の提案を妨害するなど，手続の遂行に支障を来す行為があった場合

エ 応募資格要件を満たしていない場合

オ 第２ １（１）ク及びケについて，警察その他関係機関に照会する場合，市が求める

名簿の提出を拒み，又は照会の結果，誓約書（様式３）との相違が発覚した場合

カ 必要な書類の提出がない場合，又は応募内容が本募集要項の条件を満たさない場合
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３ 利活用候補者及び次点利活用候補者の選定

（１）選定委員会の設置

利活用候補者を選定するため，本市職員及び当該施設周辺地域の関係者からなる「旧

旭川市立雨紛保育所利活用候補者選定委員会（以下「選定委員会」という。）」を設置し

ます。

なお，選定委員会の委員（以下「選定委員」という。）名については，公正な審査に影

響を与える行為等を防止するため，非公表とします。

（２）審査方法

ア 審査の流れ

応募書類等を選定委員会前に選定委員に配付し，書類審査を行います。

選定委員会において，応募者から提案事業についての説明（プレゼンテーション）

を選定委員に行っていただくとともに，提案事業の実現可能性についてヒアリングを

行います。

書類審査及び応募者からの説明・個別ヒアリングの結果により，各選定委員が審査

を行います。

※応募者からの説明・個別ヒアリングの開催日時及び場所等については，応募者に別途

お知らせします。

イ 審査項目

次の審査項目について，審査を行います。

（ア）適格性（事業の運営を適切に行うことができるか） 【配点／２０点】

（イ）堅実性（事業が計画的に行われるか） 【配点／２０点】

（ウ）安定・継続性（事業の収支計画は適切か） 【配点／２０点】

（エ）貢献度（地域又は本市の振興に寄与するものか） 【配点／２０点】

（オ）購入価格 【配点／２０点】

【合計１００点】

ウ 評価基準

評価基準に基づき評価を行います。

エ 購入価格の評価基準

購入価格は，建物（園舎・物置）及び土地の合計金額（消費税及び地方消費税相当

額を含む。）で評価します。

（ア）応募者が２者以上の場合の評価方法

最低基準価格と最高購入価格の差額を５で除した額をＡとし，以下の基準により

評価します。

（最高購入価格－Ａ）以上， 最高購入価格以下 ・・・・・・・・・・・ ２０点

（最高購入価格－Ａ×２）以上，（最高購入価格－Ａ）未満 ・・・・・・ １５点
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（最高購入価格－Ａ×３）以上，（最高購入価格－Ａ×２）未満 ・・・・ １０点

（最高購入価格－Ａ×４）以上，（最高購入価格－Ａ×３）未満 ・・・・ ５点

最低基準価格以上，（最高購入価格－Ａ×４）未満 ・・・・・・・・・ ０点

（イ）応募者が１者の場合の評価基準

購入価格と最低基準価格の差額を最低基準価格で除し，１００を乗じた数をＢ（上

乗率）とし，以下の基準により評価します。

Ｂ（上乗率）＝ ２０％以上 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２０点

Ｂ（上乗率）＝ １５％以上～２０％未満 ・・・・・・・・・・・・・・ １５点

Ｂ（上乗率）＝ １０％以上～１５％未満 ・・・・・・・・・・・・・・ １０点

Ｂ（上乗率）＝ ５％以上～１０％未満 ・・・・・・・・・・・・・・ ５点

Ｂ（上乗率）＝ ０％以上～ ５％未満 ・・・・・・・・・・・・・・ ０点

（ウ）購入価格が最低基準価格を下回った場合，全ての審査項目の評価点数を０点と

します。

オ その他

選定委員会（個別ヒアリング）に出席しない応募者は，失格とします。

（３）応募者の順位付け

各選定委員は応募者ごとに審査項目及び評価基準に基づき採点し，この点数の合計を

当該応募者の「評価点数」とします。

各選定委員の「評価点数」のうち，最高点及び最低点をつけた委員の点数を除いたも

の（最高点又は最低点をつけた委員が複数となったときは，それぞれいずれか１名の委

員の点数を除くものとする。）の平均点が最も高い者を選定委員会の合議の上，利活用候

補者に，次に高い者を次点利活用候補者として決定します。

なお，審査の結果，算出した平均点が５０点（得点率 50％）に満たない場合は，利活

用候補者及び次点利活用候補者を決定しないことがあります。

また，同点となる者が２者以上あるときは，選定委員会の合議により順位を決定し，

次点利活用候補者が同点の場合も同様とします。

（４）審査結果の通知

ア 審査結果は，書面により応募者全員に通知します。

イ 審査結果の通知後，利活用候補者及び次点利活用候補者となることが著しく不適当

と認められる事情が生じた場合は，利活用候補者又は次点利活用候補者としての資格

を取り消すことがあります。

ウ 利活用候補者としての決定を受けられないことにおいて生じる一切の損害や賠償等

について，本市は責任を負いません。
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（５）審査結果の公表

ア 公表は，本市ホームページで行います。

イ 公表内容

（ア）本件物件の概要

（イ）応募者の数

（ウ）応募者の得点（ただし，得点ごとの応募者名は公表しない。）

（エ）利活用候補者となった者の法人名等

（オ）利活用候補者の提案概要（利活用候補者が作成し，市と協議すること。）

（６）地域説明会の開催

利活用候補者は，選定後速やかに（本市との売買契約締結までの間に），提案事業の内

容について地域住民等への説明会を開催するものとします。開催日時及び場所等につい

ては，本市と協議を行うこととします。

４ 協定及び契約の締結

（１）協定の締結

提案事業等の確実な履行のため，本市と利活用候補者の間で協議の上，協定を締結し

ます。

（２）公有財産譲渡申請書の提出

利活用候補者には，本市が指定した期日までに公有財産譲渡申請書を提出していただ

きます。

（３）契約の締結

ア 公有財産譲渡申請書の提出を受けた後，売買契約を締結します。

イ 利活用候補者は契約を締結した時点で利活用者となり，次点利活用候補者の権利が

消滅します。

（４）所有権の移転時期

売買代金は契約締結と同時に全額即納となり，施設の所有権は，売買代金を完納した

日に本市から利活用者へ移転します。

（５）物件の引渡し

所有権の移転と同時に現状での引渡しとなります。
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（６）所有権移転の登記

所有権移転の登記は本市が行います。

なお，登記に必要な費用は利活用者の負担となります。

第４ その他

１ 本公募に応募しようとする方は，本要項を十分御理解の上，参加してください。

２ 本市の各種計画，統計資料など市政に関する各種資料については，市役所総合庁舎１階

の市政情報コーナーや本市ホームページを応募者の責任と負担により活用してください。

３ 事業実施に必要な許認可等の各種手続，関係機関・関係者との協議等については，本公

募での提案とは別に応募者の責任と負担により行う必要がありますので，事業計画作成の

際には十分留意願います。

４ 事業計画は，利活用者の責任において実現するものであり，各種手続等に関し，本市は

特別な支援をするものではありません。

５ 利活用者は，事業計画の実現に当たり，環境負荷の低減に努めてください。

６ 利活用者は，事業実施に伴う騒音，振動，ほこり等，電波障害，風害，日影，地下水等

の周辺環境への影響及び住民説明等一切の事項に関し，自らの責任において対応してくだ

さい。

７ 本要項に定めるもののほか，必要な事項については本市の指示に従ってください。


